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1.　緒　言

　国連の専門機関である国際海事機関（International 
Maritime Organization：IMO）の海洋環境保護委員会
（Marine Environment Protection Committee：
MEPC）では、船舶による大気汚染の防止を推し進める
ため、汚染物質である窒素酸化物（NOx）や硫黄酸化

物（SOx）、排出微粒子（PM）及び揮発性有機化合
物（VOC）等の排出基準に関わる規則を検討している。
　2008年に開催されたMEPC58では、NOxやSOxの排
出削減の新規制（MARPOL条約附属書VI改正）が採
択され、130kWを超えるディーゼル機関を搭載する船舶
において、NOx排出削減の新たな義務が生じることとなっ
た。
　NOx排出削減規制として2次規制（TierⅡ）は、2011年
から就航する船舶で適用されており、2000年から実施さ
れている1次規制（TierⅠ）の規制値より15 ～ 22%削減す
ることとなった。また、2016年より予定されている3次規
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Abstract
　The International Maritime Organization （IMO） plans the implementation of tighter limits for 
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制（TierⅢ）は、その適用が指定海域（ECA）に限定さ
れるものの、TierⅠから80%削減と非常に低い値となっ
ている。
　TierⅠやTierⅡは、燃料弁の最適化や機関仕様の変更
等といった従来のディーゼル機関の技術で規制値を満足
できたが、TierⅢでは、これらの技術の見直しだけでは、
到底満足できない規制値である。

　規制への適用技術として期待されているのが、自動車
等の小型ディーゼル機関で既に実用化されている排ガス
再循環（Exhaust Gas Recirculation：EGR）による方法
と陸上プラント設備やトラック等で実績のある選択脱硝
触媒（Selective Catalytic Reduction：SCR）による方法
である。
　EGRの原理は、排気ガスをシリンダ内に導き、燃焼用
空気の酸素濃度を下げること、また熱容量を大きくして
燃焼温度を下げることによりNOx発生量の低減を図るも
の（内部処理）で、機関性能、特に燃料消費率が悪化
する。SCRの原理は、排気ガス中にアンモニア（NH3）等
還元剤を投入し、触媒上でNOxを選択的に還元除去す
るもの（後処理）で、還元剤を必要とするが上流である
機関側に影響を与えないという特徴がある。
　どちらの技術も一長一短あるが、当社には陸上プラン
トで培った触媒脱硝技術があることから、ライセンサの
MAN Diesel & Turbo社と共同で、船舶に適用したSCR
システムの開発に着手した。
　本稿では、新造就航船に搭載したSCRシステムの陸上
や海上での試験運転結果と、長期運用試験で得られた
技術的な課題を解決するために自社の多気筒試験機関
に適用したシステムでの試験結果に関して報告する。

2.　舶用SCRシステムの概要 

　当社で開発した舶用SCRシステムは、図2に示すように
過給器（Turbo Charger：T/C）の上流にVaporizer（蒸
発器）とSCR Reactor（反応器）を分離配置した構成と
なっている。Exhaust Receiver（排気集合管）から出た
排気ガスを蒸発器に導き、蒸発器にて還元剤を噴霧・
蒸発させる。反応器には、排ガスと還元剤の混合ガスが
入り、反応器内にある触媒を通過する際、脱硝反応が
進行する。処理後のガスは，T/Cに戻され、タービンで

仕事（給気過給）をしたのち，煙道を通じて、煙突より
船外へ排出される。
　脱硝触媒の活性温度は一般的に300℃以上であるのに
対して、舶用2サイクルディーゼル機関のT/C出口排気ガ
ス温度は250℃程度である。一方、T/C入口の排気ガス
温度は概ね300℃以上であり、また、T/C出口より入口の
方が高圧である。このことから、T/C上流の高温高圧の
排気ガスを利用する本システムは、以下のような特長を有
している。
a）外部から熱を供給することなく、排気集合管の排
ガス温度だけで、SCRシステム内の温度を脱硝触
媒の活性温度以上に維持することができる。

b）触媒活性は圧力が高いと向上するため、触媒量が
少なく済み、システム構成をコンパクトなものにでき
る。

　なお、本システムは図2に示す3個のバタフライバルブ
（RSV、RTV、RBV）を装備しており、これらを制御す
ることにより機関負荷変動への追従性を高めている。ま
た、極低負荷ではT/C上流でも触媒活性温度よりも排気
ガス温度が低くなるため、温度を上げるために空気量を
減らすバタフライバルブ（CBV）も設けている。
　SCRシステムに使用する触媒を図3に示す。触媒は、
紙状の基材にチタニア―バナジア系の触媒成分を含浸さ
せ、図3に示すようなハニカム型の形状に成型した。この
触媒は、軽量で薄く、体積当たりの表面積が大きく取れ
るといった特徴を有していることから、反応器をコンパク
トにすることが可能である。

図1　IMOによるNOx排出規制

図2　舶用SCRシステムのフロー

図3　SCR触媒
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3.　新造就航船のディーゼル機関に
適用した舶用SCRシステムの

陸上および海上試験

　当社で開発した舶用SCRシステムを新造する就航船
で実証を行うために、システムを図4や図5のように就航
船に搭載する舶用ディーゼル機関（6S46MC-C）に、
機関室のレイアウトを考慮して組み込み、出荷前に工
場にて機関性能や脱硝性能の確認を行った。参考に、
6S46MC-Cの機関諸元を表１に示す。

　3 . 1　陸上（工場）試験での機関性能評価　　　図
6にSCRを作動した時と作動しない時(バイパス運転)の機
関性能を示す。T/Cの前にSCRを配置している本方式で
は、直接排気ガスをT/Cに導く場合に比べて圧損が大き
くなることから、T/Cの過給効率低下に伴う機関性能へ
の影響が懸念された。しかしながら、図6の通り、機関

性能には大きな差異は見られなかった。また、CBVによ
り低負荷でのシリンダ出口排気ガス温度が、脱硝に必要
な300℃付近に保たれることを確認できた。
　機関性能を詳細に見ると、掃気圧やT/C回転数、シリ
ンダ出口排ガス温度はほぼ同等であるにも関わらず、T/
C入口排ガス温度が高い。これは脱硝が発熱反応で、
排ガスに熱を与えたためと考えられ、この発熱分とSCR
経路の圧損が概ね相殺されたため、機関性能に差が生
じなかったと推察される。

　3 . 2　脱硝性能評価　　　SCRシステムを作動させ
た時の脱硝特性を図7に示す。なお、本実証機関は、
TierⅠ規制適用のディーゼル機関なので、SCRシステムを
バイパスした時のNOx排出量も図中に示す。機関本体の
NOx排出量は、低負荷では増加する傾向にあるが、全
負荷での平均値を示すサイクル値は、14.6g/kWhであり、
TierⅠ規制値を満たしている。この機関の仕様のまま、
TierⅢ規制値を満たすレベルまでSCRを作動させて脱硝
した結果は、図7に示すように全負荷域でNOx規制値3.4 
g/kWhを下回っており、高い脱硝特性を有することが確
認された。全負荷での平均NOx排出量（サイクル値）が2.9 
g/kWhであり、TierⅢ規制値を十分に満足している。
　これまでの取り組みから、本SCRシステムにより、Tier
ⅢのNOx排出規制値をクリアすることをNK立会いの元、
実証できたことから、図8に示すNKの鑑定書を取得する
ことができた。

図4　SCRシステムを搭載した6S46MC-C概要

表１　機関諸元

図5　陸上（工場）での試験の様子

図6　工場試験における機関性能評価
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　3 . 3　海上試験　　　船主に船を引き渡す前に、実
海域での運転による脱硝性能、操作性やメンテナンス等
の課題を把握すべく、海上での運航試験を行った。表2
に海上運航試験に用いたSCRシステムを搭載した船の概
要を示す。SCRシステムを取付けた機関室は、図9に示す
とおり、メンテナンスがし易いように空き空間が充分確
保されている。

　海上公試の際、NKの立会いの元、脱硝率を80%に
設定して自動制御を行った脱硝特性を図10に示す。図10
より、25%、50%、75%、100%の負荷で80％の脱硝率
を達成している。25%、50%、75%、100%の負荷での
NOx排出量の平均値（サイクル値）は3.1g/kWhであり、
TierⅢ規制値も十分にクリアできている。

4．実証試験の取り組みと
多気筒試験機関による課題解決

　
　舶用SCRシステムを搭載した新造船は、2011年11月に
船主に引き渡された。就航船では、船主の協力の元、引
き続きシステムの信頼性や触媒性能の変化等の把握のた
めの長期の実証試験に取り組んだ。
　就航船は東アジアと北米の間を航行しており、試験は
2014年1月現在も継続して行っている。SCRシステムは
TierⅢ条件での脱硝率設定で累積1,896時間稼動させ
た。また30%脱硝等その他の設定でも、設定通りの脱
硝が行えたことや触媒活性の変化がなかったこと等良好
な成果が得られた。

図7　SCR運用での脱硝特性

図8　日本海事協会による鑑定書

表2　SCRシステム搭載船概要

図9　SCRシステムを設置した機関室内の様子

図10　海上公試での脱硝性能評価

表3　機関諸元
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　一方、長期に及ぶ試験で、陸上や引渡し前の海上試
験では想定出来なかった課題が明らかとなった。次節
以降にその課題を示すと共に、当社の多気筒試験機関
（4S50ME-T）に舶用SCRシステムを設置して行った課題
解決のための取り組みについて示す。参考に4S50ME-T
の機関諸元を表3に示す。
　シリンダ数やボア、ストロークに相違があるものの、出
力や排気量は概ね同じであるため、就航船と同等のSCR
システムを位置関係（蒸発器を横配置で、反応器を縦配
置）も合わせて設置した。また、機関室内の配置の自由
度を考慮して、反応器の横配置についても、試験を行った。
図11に4S50ME-Tに分離型SCRシステムを設置した概観
を示す。

　4 . 1　SCRシステム内部の腐食　　　SCRシステム
の長時間振動の影響を見るため、実証試験の初期に
SCRシステムをバイパスして運航した。港でSCRシステム
を調査したところ、蒸発器や反応器内部、触媒上に図
12に示すような腐食や堆積物が確認された。

　これは、バイパス運転を行った時にSCRシステムのバ
タフライバルブのシート部から侵入した排ガスが原因と考
えられる。IMOのSOx規制によれば、2012年から燃料
油中の硫黄含有量の上限が3.5%となっており、堆積が起
きた時に就航船が使用していた燃料油は3.15%で規制値
内であるものの、排気ガス中には硫黄酸化物（SOx）も多
く含まれる。さらに、バイパス運転時のSCR経路は、比
較的低温になるため、硫酸の露点腐食が起きやすい環
境になっていた。
　そこで、この課題を解決するため、以下の方法が考え
られた。
a）材質の耐酸性をあげる。
b）バタフライバルブのシール性を上げる。
c）SCRシステム内への排気ガスの侵入を防止する。

　当社ではこれらの方法全てに取り組んだが、今回は就
航船に採用したc）について述べる。
　排気ガスの侵入を防ぐための方法として、還元剤供給
装置で使用している空気ラインから新鮮な空気をSCRシ
ステムに供給し、排気ガスを系外に押し出す方法を試み
た。その結果を図13に示す。

　侵入防止試験を開始する前はSCRシステム内のNOx濃
度が高く、排気が系内に侵入していることがわかる。空
気の注入を開始した以降はNOx値が低下しており、排気
の侵入を防止できていることがわかった。本対策を実施
した後の反応器内の様子を図14に示す。図14のように、
対策実施後は図12のような腐食や堆積はなかった。その
後も継続的な観察を行ったが、以降の試験ではSCRシス
テムの腐食トラブルは起きていない。
　引き続き、4S50ME-Tを用いて、侵入防止のための空
気量の最適化を進めている。

図11　4S50ME-Tおよび分離型SCRシステムの概観

図12　バイパス運転後の反応器内の状況

a)反応器入口

b)触媒入口

図13　排気侵入防止試験

図14　触媒入口の状況（パージ後）
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　4 . 2　触媒差圧の上昇と活性の変化　　　実証試験
でSCRを連続稼動させたところ、図15に示すような触媒
の差圧が急激に増加する現象が生じた。

　触媒差圧の増加の原因は排気ガス中の煤等の物質に
より触媒が閉塞することであり、これにより触媒活性が
低下してSCRシステムの性能に悪影響を与える。また機
関側に対しても、空気量の減少により出力･燃費が低下
するといった問題が生じる。
　本システムには、稼働中の触媒清掃のために空気によ
るスートブロー（Soot Brower：S/B）が装備されており、
実船就航前の陸上･海上試験において、触媒閉塞防止に
対する効果があることを確認していたこともあり、長期の
運転でこのような問題が生じることは想定されていなかっ
た。
　この問題を解決するため、実証試験の結果を踏まえて
以下の因子について検討し、S/B設計の最適化を行った。
　a）噴射の時間間隔
　b）噴射1回あたりの空気量
　c）噴射の位置･向き
　なお、最適化の前後でS/B全体での空気の消費量は
変更していない。
　図16に、S/B最適化の前後でのSCR稼動時の触媒差
圧の推移を示す。

　最適化前の設計ではSCRを稼動して約50時間を経過
した時点から圧損が急激に増加しているが、最適化後で
は400時間程度の運転でもSCR稼動上問題のない程度に
増加が抑えられている。以上の結果から、空気の消費量
を変更しない範囲でS/Bの最適化を行うことで、長期の

運転においても触媒の閉塞を防止できることが確認でき
た。
　また、最適化後のS/Bが触媒の構造を変更した場合に
も有効であるかを確認するため、実船よりも触媒層を増
加させ、触媒差圧が上昇し易い条件（反応器内の排ガス
温度:約310℃）とした場合のS/B試験を4S50ME-Tにて
行った。図17に4S50ME-TでのS/B試験結果を示す。

　図17のように、40時間の連続運転で触媒の差圧の増
加は許容できる範囲内に収まっており、また、触媒の活
性をあらわすK/K0（反応速度定数の初期値に対する経
時後の値の比）にも低下は見られなかった。
　4 . 3　排ガスエコノマイザ（排エコ）の圧損上昇　　
図18に示すように、実証試験において、TierⅢ脱硝で
SCRシステムを運用している際、T/Cの後流に設置して
いる排エコの圧損が急激に変化する事象が発生した。
　港で排エコ内部を観察したところ、伝熱管や内壁に
図19に示すような付着堆積が観察された。これより圧損
上昇の原因は付着堆積による流路の閉塞であることがわ
かった。

図15　就航船での触媒差圧の経時変化

図16　S/B最適化前後の圧損上昇の比較

図17　触媒層を増加した際のS/B試験結果

図18　実証試験での排エコの圧損上昇

図19　排エコの汚れ状況（硫黄分3.5%、155時間後）
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　SCRシステムをバイパスして運航している際、排エコに
は付着堆積がほとんどなかったことから、SCRシステム
を稼動し、触媒を通過したNH3（リークNH3）がある時に、
このような現象が起こると考えられた。
　また、分析を行ったところ、付着堆積物の成分は煤が
大半であるが、硫酸水素アンモニウム（酸性硫安：（NH4）
HSO4）も多く含まれることが判った。
　酸性硫安の生成は、H2OとSO3とNH3の反応によるも
ので、これらの物質はSCRシステム稼動中の排ガスに含
まれることから、付着堆積の要因と考えられる。
　そこで、付着堆積を抑制するため、以下の手法を検討した。
　a）到来物質（煤、H2O、SO3、NH3）を減らす。
　b）付着堆積物を加熱減容させる。
　前述の手法について、a）の煤の発生はディーゼルエン
ジンの燃焼状態と燃料性状に依存し、SO3の発生は燃料
油の選択に依存する。これらは、運航者側の判断による
ため、SCRシステムとして取り組めるのは、リークNH3の
抑制となる。また、b）は酸性硫安が熱を加えることで分
解する現象を利用することで、付着堆積物を加熱する方
法として、加熱した排気ガスを利用した。当社ではa)とb)
の要素試験として、リークNH3量の低減効果確認と排気
ガス加熱の効果確認を行ったが、本稿では、リークNH3
の低減による効果について報告する。
　4S50ME-Tに就航船と同じ排エコを設置するのは難し
いので、本調査ではT/C後の排ガス系統から分岐した系
統に、小規模の熱交換器（模擬排エコ試験装置）を設置
した。その概観を図20に示す。

　模擬排エコ試験装置でリークNH3濃度を変えた時の
排エコの差圧上昇の結果を図21に示す。なお、試験には、

陸上で使えるC重油（硫黄含有量:2.4%）を使用した。また、
リークNH3濃度は80ppm、10ppm、5ppmと3種類の濃
度とした。
　本試験では、まず、排エコの汚れを加速させるために、
リークNH3濃度を80ppmにして行った。想定どおり、圧
損は急勾配で上昇し、就航船の排エコと同じように、酸
性硫安を含んだ付着堆積が起きていた。付着堆積の様
子を図22に示す。次にリークNH3濃度を下げた時の感度
を見るため、10ppmにて試験を行った。80ppmの時より
も大幅に圧損の上昇は抑制できた。しかしながら、10時
間で10%近く上昇しているので、100時間（約4日）で倍と
なることから、更に下げる試験を行った。
　5ppmに下げると10ppmの時に比べて、排エコの差圧
上昇は約44%に抑えられている。図23に付着堆積の様子
を示す。一様に付着はあるが、非常に薄いものであり、
問題ないものと考える。
　以上のようにリークNH3を低下させることで、排エコの
汚れや圧損の上昇を抑制できることを確認できた。
　なお、リークNH3は触媒量を最適化することで低減す
ることが可能であり、当社では以上の試験結果と陸上の
プラント等で培った知見より、排エコを健全な状態で保
つ上で最適な触媒量を導き出した。今後、触媒量を最適
にした状態での実証試験を行う予定である。

5．　結　言

　就航船での実証試験や4S50ME-Tでの各種試験にお
いて、分離型SCRシステムの課題と商用設計に必要な情
報を得ることが出来た。分離型としての商品化開発は概

図20　模擬排エコ試験装置

図21　リークNH3濃度と排エコ差圧の関係

図22　NH3濃度80ppmで試験した際の内部状況

図23　NH3濃度5ppmで試験した際の内部状況
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ね終了したので、今後は来るべき時に販売が出来るよう
に、PR活動や営業活動に鋭意取り組むと共に、設計や
製造の体制を構築していく所存である。
　一方、長期運用の為の開発は継続すると共に、競争
相手となるEGRやT/C後置きSCRに対しての差別化のた
めの開発、例えば、蒸発器、反応器一体化によるコンパ
クトシステムの具体化といった事項にも、今後、鋭意取り
組む予定である。
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